
別記
第１号様式（第５条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
岐 阜 県 知 事　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　名　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　
年度岐阜県伝統工芸品デジタル促進等補助金交付申請書

標記補助金について、関係書類を添えて申請します。　

記

　（１）補助事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

（２）補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（３）補助事業完了予定年月日　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
（関係書類）
１　事業計画書（別紙）

２　県税に未納がないことを証明する納税証明書
３　その他必要書類
別紙
事　業　計　画　書
１　申請事業者概要
	申請者の名称
	

	区分（組合等又は事業者）
	

	代表者の役職・氏名
	

	所在地
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	ホームページアドレス
	

	担当者の役職・氏名
	

	担当者の電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	担当者のe-mail
	

	従業員数又は構成員数
	

	伝統的工芸品又は郷土工芸品の種類
	※パンフレット等がある場合は、添付




２　事業の実施期間

※交付決定前に事業に事前着手する場合は、事前着手理由書（別記第２号様式）を添付すること。

　　開始予定日：　　　　年　　月　　日

完了予定日：　　　　年　　月　　日

３　補助事業の内容
	事業区分

	※該当する事業に☑してください。

(1)デジタル活用事業
□ＥＣサイトの構築・改修　□ＥＣサイトでのフェア開催　□情報発信

(2)展示会等出展事業

□国内外の展示会等への出展　 □国内外の展示会等の開催
(3)商品開発・改良事業
□商品開発・改良
	

	事業名（計画名）
	「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」事業
	

	事業内容
	１.現状分析
（自社の強み、特徴、抱えている課題など現状について記載してください。）
２.取組内容
（現状分析をした上でどのように販路を拡大していくか、ターゲットとする市場など事業内容について記載してください。）※以下の具体的な取り組み内容は、適宜、行数、ページ数を追加してください。
具体的な取り組み内容①
〇取組名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（例：●●●（展示会名）への出展、ECサイトの構築、●●●（商品名）の開発）
〇具体的な取り組み
具体的な取り組み内容②

〇取組名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（例：●●●（展示会名）への出展、ECサイトの構築、●●●（商品名）の開発）
〇具体的な取り組み

３.期待される事業効果
（商品の生産量、販売額の見込み、売り上げ目標、地域における波及効果など記載してください。）

	


４  収支計画
（１）収入の部          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　               
	経費区分
	事業費（円）
	備　　　　　考
	

	補助金
	
	
	

	借入金
	
	
	

	自己資金
	
	
	

	その他
	
	
	

	合　計
	
	
	


（２）支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	事業区分
	経費区分
	補助事業に要する経費

	積算内訳
（単価×回数）
	補助対象外経費

	補助対象経費

	備考

	
	
	
	
	
	
	


	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	補助対象経費合計　　　①
	
	

	補助金申請額　　　　　①×補助率1／2（千円未満切捨て）
	
	


注１．「事業区分」は、要綱別表に定める「補助事業」欄の項目を記入すること。
注２．「経費区分」は、要綱別表に定める「補助対象経費」欄を参考に経費の内訳を記入すること。
注３． 専門家謝金については、専門家の氏名、所属、専門分野（指導を受ける内容）、単価・回数（時間）等を「積算内訳」欄に記入すること。
注４． 旅費については、出張目的、目的地及び金額の積算を「単価（○泊○日）×人数×回数」の要領で記入すること。
注５． 委託費については、内容及び委託（予定）先を記入すること。
注６． 「補助対象経費」欄には、「補助事業に要する経費」のうち補助金の交付の対象となる経費について、消費税額及び地方消費税額を控除した金額を記入すること。
注７． 補助金申請額は、千円未満の端数を切り捨てたものとすること。
第２号様式（第６条関係）
事前着手理由書
１　事業名
２　事前着手（予定）日　　　　　　　年　　　月　　　日
　　　※別記第１号様式　別紙の「２　事業の実施期間」に記載した開始予定日を記載すること。
３　事前着手する必要がある理由
	


例１　出展を予定している見本市等が早期に開催されるため、確実かつ効果的な事業実施には交付決定前の事業着手が必要であるため
例２　交付決定前に出展を希望する見本市等の申込期限が到来する可能性があるため
４　事前着手に必要となる経費
	事業区分
	経費区分
	内　容
	積　算
	支　払　日

	
	
	
	
	


　　注　経費の内容、積算、支払額、支払日等具体的な内容が分かる資料を添付すること。
	(注)
交付決定前に事業に着手することは、原則認められません。事前着手は、事業の性格上又はやむを得ない理由があると知事が特に認めた場合にのみ、例外的に認めるものであり、事前着手理由書を提出した場合であっても、申請内容を審査した結果、補助申請が採択されない場合又は補助申請が採択されても、事前着手に必要な経費が認められない場合もあります。その場合は、当該事業実施に必要な経費は、自己資金で対応することになります。　


第３号様式（第７条関係）

第　　　号　

　年　　月　　日　

　　　　　　　　　　　様

岐阜県知事　　

　　　年度岐阜県伝統工芸品デジタル促進等補助金交付決定通知書

　年　　月　　日付けで申請のあった標記補助金については、下記のとおり交付することに決定したので、通知します。

記

１　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、　　　年　　月　　日付けで交付申請があった申請書に記載されているとおりとする。

２　補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の額は、次のとおりとする。　

補助事業に要する経費　　金　　　　　　　　　　円　

補助対象経費　　 金　　　　　　　　　　円

補助金の額　　 金　　　　　　　　　　円　

３　補助事業に要する経費の事業区分及び経費区分に対応する補助金の額の区分は、申請書のとおりとする。

４　補助事業者は、岐阜県補助金等交付規則、岐阜県伝統工芸品デジタル促進等補助金交付要綱に従わなければならない。

５　この補助金は、要綱第８条第１項に規定する事項を条件として、交付する。

第４号様式（第８条関係）                              

　年　　月　　日
　岐阜県知事　様
                                        住　　　所　
                                        名　　　称　
                                        代表者氏名  　　　　　　　　　　　

年度岐阜県伝統工芸品デジタル促進等補助金に係る
事業経費配分（内容）変更承認申請書

　　　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定があった標記補助金に係る事業の内容（経費配分）を、下記のとおり変更したいので、申請します。
記
１　事業名
２　変更の内容と理由（詳細に記入すること。）
３　変更後の経費の配分及び算出基礎
	事業区分
	経費区分
	補助事業に

要する経費
	補助対象経費
	補　助　金

申　請　額
	備  考

	
	
	変更前
	変更後
	変更前
	変更後
	変更前
	変更後
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合     計
	
	
	
	
	
	
	


（注）補助対象経費の積算を添付すること。
　    

４　変更が補助事業に及ぼす影響
第５号様式（第８条関係）                              
　年　　月　　日

　岐阜県知事　様
                                        住　　　所　
                                        名　　　称　 
                                        代表者氏名　　　　　　　　　     

　年度岐阜県伝統工芸品デジタル促進等補助金に係る事業中止（廃止）承認申請書

　　　　年　　月　　日付け　第　　　号で交付決定の通知があった標記補助金に係る事業を下記の理由により中止（廃止）したいので、申請します。

記
１　中止（廃止）する事業名
２　理由
３　中止の期間（廃止の時期）
第６号様式（第８条関係）                              
　年　　月　　日

　岐阜県知事　様
                                        住　　　所　
                                        名　　　称　 
                                        代表者氏名　　　　　　　　　     

　　年度岐阜県伝統工芸品デジタル促進等補助金に係る事業遅延等報告書

　　　　年　　月　　日付け　第　　　号で交付決定の通知があった標記補助金に係る事業の遅延等について、下記のとおり報告します。

記
１　補助事業名
２　補助事業の進捗状況
３　補助事業に要した経費
４　遅延等の内容及び原因

５　遅延等に対する措置

６　補助事業の遂行及び完了の予定

（注）事業遅延等の理由を証する書類を添付すること。

　　　

第７号様式（第１０条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
岐　阜　県　知　事　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　名　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　年度岐阜県伝統工芸品デジタル促進等補助金実績報告書
  　　年　　月　　日付け　第　　　号で交付決定のあった標記補助金に係る事業を　　年　月　　日付けで完了しましたので、その実績を関係書類を添えて報告します。

記
（１）　補助事業に要した経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（２）　補助金の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（３）　補助事業完了年月日　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
関係書類
　１　事業実績報告書（別紙１）

　　　２　収支内訳書（別紙２）
　　　３　収益納付に係る報告書（別紙３）

別紙１
事業実績報告書
　　
１　申請者の概要
	申請者の名称
	

	区分（組合等又は事業者）
	

	代表者の役職・氏名
	

	所在地
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	HPアドレス
	

	担当者の役職・氏名
	

	担当者の電話番号
	
	FAX番号
	

	担当者のe-mail
	


２　事業の実施期間
　　　　開始日　　　　　　年　　月　　日
　　　　完了日　　　　　　年　　月　　日

３　事業の内容（別紙にまとめることも可）

※事業に係る報告書や資料、写真を貼付すること。

	事業区分


	※該当する事業に☑してください。

(1)デジタル活用事業
□ＥＣサイトの構築・改修　□ＥＣサイトでのフェア開催　□情報発信

(2)展示会等出展事業
□国内外の展示会等への出展 　□国内外の展示会等の開催
(3)商品開発・改良事業
□商品開発・改良
	

	事業名
	「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」事業
　※交付決定通知書に記載された事業名を記載すること。
	

	事業内容
	１.事業の具体的な取組内容
２.事業成果
３.事業効果
（・商品の生産量、販売額の見込み、売り上げ目標、地域における波及効果など）

	


別紙２　収支内訳書
（１）収入の部          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　               

	経費区分
	事業費（円）
	備　　　　　考
	

	補助金
	
	
	

	借入金
	
	
	

	自己資金
	
	
	

	その他
	
	
	

	合　計
	
	
	


（２）支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	事業区分
	経費区分
	番号
	補助事業に要した経費

	積算内訳
（単価×回数）
	補助対象外経費

	補助対象経費

	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	①　補助対象経費合計　　　
	
	

	②　①×補助率1/2（千円未満切捨て）
	
	

	③　交付決定額（変更した場合は変更後の金額）
	
	

	④　補助金の額（②又は③のいずれか低い額）
	
	

	⑤　収益納付される額　　（別紙３納付額（F）の額）
	
	

	⑥　交付を受ける補助金額　（精算額　千円未満切捨て）（④－⑤）
	
	




別紙３
収益納付に係る報告書
　
補助事業実施結果の事業化等の有無　
１　補助事業実施結果の事業化　　　　　　　　　有　無　
２　その他補助事業の実施により発生した収益　　有　無
（単位：円）
	事業区分
	補助金額（A）
	補助対象経費(B)
	補助事業に係る売上額(C)
	補助事業に係る収益額(D)
	控除額(E)

(B-A)
	納付額(F)

(D‐E)

	
	
	
	
	
	
	


【記載注意事項】
（1） １～２において全て「無」の場合（１については、事業実施期間内に売上なし）の場合には、上記の表への記載は不要。

（2） 販売等売上げを伴うＥＣサイトでのフェア開催事業及び展示会等出展・開催事業について記入すること。
（3） 「補助金額（Ａ）」は、別紙２の支出内訳書に記載の「④補助金の額」をいう。
（４）「補助対象経費（Ｂ）」とは、別紙２の支出内訳書及び別紙２－１支出経費明細書に記載の「補助対象経費合計」をいう。
（５）「補助事業に係る売上額（Ｃ）」とは、補助事業期間における当該事業の売上額をいう。
（６）「補助事業に係る収益額（Ｄ）」とは、「補助事業に係る売上額（Ｃ）」から、同売上額を得るのに要した額（補助対象経費以外の製造原価・販売管理等）を差し引いた額をいう。
　　　なお、「補助事業に係る収益額（Ｄ）」がゼロまたはマイナスの場合には、（Ｄ）にゼロと記載すること。
（７）「控除額（Ｅ）」とは、「補助対象経費（Ｂ）」のうち、補助事業者が自己負担によって支出した額をいう。控除額（Ｅ）＝「「補助対象経費（Ｂ）」―「補助金額（Ａ）」
（８）「納付額（Ｆ）」＝「補助事業に係る収益額（Ｄ）」― 「控除額（Ｅ）」
　　　　　　　　　　　　×（「補助金額（Ａ）」／「補助対象経費（Ｂ）」）　＊円未満切上げ

【添付書類】
補助事業に係る収益額等の算定に必要な次の額を確認できる資料を添付すること。
　・補助事業に係る売上額
　・同売上額を得るのに要した額（補助対象経費以外の製造原価、販売管理費等）

第８号様式（第１１条関係）

第　　　号

　　年　月　　日

　様

岐阜県知事　　

　年度岐阜県伝統工芸品デジタル促進等補助金の額の確定通知書

岐阜県伝統工芸品デジタル促進等補助金の額を下記のとおり確定したので通知します。

記

補助対象経費        金　　　　　　　　　　　円　

交付決定額　　　　金　　　　　　　　　　　円

既交付済額　　　　金　　　　　　　　　　　円

確定額　　　　金　　　　　　　　　　　円

差引交付額　　　　金　　　　　　　　　　　円

第９号様式（第１２条関係）                            
　　年　　月　　日
　岐阜県知事　様
                                        住　　　所
                                        名　　　称
                                        代表者氏名 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発行責任者名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先                      　　

　年度岐阜県伝統工芸品デジタル促進等補助金概算払（精算払）交付請求書
　　　年　　月　　日付け　第　　号で額の確定のあった標記補助金について、下記のとおり請求します。
記
１　補助金請求額　      　金　　　　　　　　　　　円也
     　　 　　交付決定額　　　　　　　　　　　　　　円　

      　　　　既受領済額                            円
確　定　額                            円
今回請求額                            円
　残　　　額                            円
２　振込先

	金融機関名
	　　　　　　　　銀行（金庫）　　　　　支店

	預金の種別
	          普通　　・　　当座

	口座番号

	

	（ふりがな）

口　座　名　義
	


第１０号様式（第１４条関係）                    

                                                              年　　月　　日

岐阜県知事　様

                                   住　　　所

                                   名　　　称

                                 　代表者氏名                   　　　　　

　年度岐阜県伝統工芸品デジタル促進等補助金に係る

消費税額等仕入控除税額の額の確定に伴う報告書

  　　　　年　　月　　日付け　第　　号で補助金の交付決定のあった標記補助金について、下記のとおり報告します。
                                       記

  １．補助金額（知事が確定通知書により通知した額） 　　　                 円
  ２．補助金の確定時における消費税等仕入控除税額　　　　　　　　　　　　  円
  ３．消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税等仕入控除税額          　                                   　　　　　　　　　　　　　　   円
  ４．補助金返還相当額（３－２）                                          円

　（注）１　別紙として積算の内訳を添付すること。

        ２　課税事業者の場合であっても、単純に補助金の１０％相当額が消費税及び地方消費税に係る仕入控除による減額等の対象額ではないこと。

第１１号様式（第１５条関係） 
　　年    月    日 

岐阜県知事 　様

	住　所
	
	

	名　称
	
	

	役　職
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	

	代表者氏名
	
	


岐阜県伝統工芸品デジタル促進等補助金に関する
事業実施後状況等報告書（　　　年度補助事業）
　　　年　　月　　日付け　　第　　号により交付決定を受けた標記補助金に係る事業に関し、　　　年度の事業実施後の状況について、岐阜県伝統工芸品デジタル促進等補助金交付要綱第１５条の規定により下記のとおり報告します。
記
１　事業名「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　　※補助金交付申請書に記載した事業名を転記すること。

２　補助事業終了後の取組状況
　　※補助事業の成果を生かした取組等を記載すること。
①デジタル活用事業（ＥＣサイトの構築・改修、ＥＣサイトでのフェア開催、情報発信）
　　　

②展示会等出展事業（国内外の展示会、見本市、商談会、物産展等への出展・開催）
③商品開発・改良事業（商品の開発又は改良）
○実績報告書１ページの完了年月日と同じ日付を記載すること。





※１ 積算金額の根拠書類に「番号」欄と同じ番号を記載すること。


※２ 「補助事業に要した経費」欄には、当該事業を遂行するのに必要な経費を記入すること。金額については、請求書、領収書等による正確な金額を記載すること。


※３ 「補助対象経費」欄には、「補助事業に要した経費」のうち補助金の交付の対象となる経費について、消費税額及び地方消費税額を控除した金額を記入すること。








